
 
小児慢性特定疾病の医療受給者証が交付された方へ 

～県の制度で承認された方への御案内～ 

 茨 城 県  
  

先に提出いただいた小児慢性特定疾病医療費支給認定申請について、その内容を審査したところ、国で定める認定基

準を満たしていませんでした。しかしながら、茨城県では、国の認定基準に満たない方に対して独自に助成を行ってお

り、県の制度での承認となりましたので、ここに医療受給者証（受給査証の色：黄色、左上に（茨城県単独事業）と記

載）を送付します。 

つきましては、以下に県制度の概要を記しましたので、医療受給者証裏面とあわせて必ずお読みくださいますようお

願いします。 
 

１ 助成対象となる医療費 

   医療費の助成が受けられるのは、承認された疾病のうち、保険の適用となるものに限られます。認定された疾病に

関わりのない治療（ケガや虫歯の治療など）や保険適用外のサービス（差額ベッド代など）は対象になりません。ま

た、認定された疾患で保険適用となるものであっても、助成の対象外となるものもあります（例：診療情報提供料）。 

  なお、茨城県単独事業で承認された方は、入院の場合の食事療養標準負担額（金額は医療機関にご確認ください）

は患者自己負担となり、助成対象外となります。 

 

２ 自己負担金 

  月毎に所定の額を限度として、自己負担金を医療機関や調剤薬局の窓口でお支払いいただきます。 
  複数の医療機関を受診されている場合などは、いったんはそれぞれの窓口で自己負担金をお支払いいただきますが、

月毎の所定の限度額を超えた分については、後述の「４ 医療費の払戻し」のとおり、保健所へ払戻しの請求ができま

す。 

【月額自己負担限度額表】 

区   分 自己負担限度額 

院外処方で調剤を受ける月 
医療機関分  5,000 円 

薬局分    10,000 円 

院外処方で調剤を受けない月 15,000 円 

（注）1 入院のみの月又は診察・検査のみで投薬がない月若しくは院内調剤のみの月は、「院外処方で調剤を受け

ない月」欄の限度額が適用されます。 
2 同一患者がその月に１回でも院外調剤があったときは、同月中は「院外処方で調剤を受ける月」欄の限度

額を適用します。 

３ 入院の場合の食事療養標準負担額（金額は医療機関にご確認ください）は患者自己負担となります。 

 

３ 受診医療機関について 

医療費助成の対象となるのは、都道府県が指定した指定医療機関・薬局（指定医療機関という）に限ります。原則、

指定外の医療機関で受療した医療費については、医療費助成の対象にもなりませんのでご注意ください。 

なお、県外の指定医療機関では、いったん窓口で医療費のお支払いをしていただき、後日、「４ 医療費の払戻し」

のとおり、保健所へ払戻しの請求をしていただくことになります。 
 
４ 医療費の払戻し 

  所定の月額自己負担限度額を超えて指定医療機関の窓口で支払った医療費及び県外の指定医療機関の窓口で支払っ

た医療費は、払戻し（以下「療養費払」といいます。）を保健所に請求することができます。 
   療養費払を請求するときには、以下の書類が必要です。 

（１） 小児慢性特定疾病医療費請求書（療養費払分） 
（２） 小児慢性特定疾病療養証明書（指定医療機関・薬局で作成してもらう。） 
（３） 領収書又はその写し（ない場合は払戻しできません。） 
（４） 交付された医療受給者証のコピー 

（５） 限度額適用認定証（ある場合） 
（６） 医療費付加給付等支給証明書（ある場合） 
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（例）同一月で入院と外来（院外調剤）があった場合 
 入院：自己負担額1５,０00円 
 外来：医療機関での自己負担額２,０00円 院外薬局での自己負担額６,０00円 
・院外薬局分は、限度額（10,000円）内のため払い戻しなし 
・医療機関分は、院外薬局使用のため限度額は5,000円 

   払い戻し額＝15,000円＋2,000円－5,000円（限度額）＝12,000円 
   ※療養証明書は、15,000円、2,000円のものが必要です。 

 

※１ 療養費払で払戻しができる医療費は、医療受給者証に記載されている有効期間内の保険が適用される医療費に

限られます。また、保険が適用されるものであっても、承認された病気の治療以外にかかった医療費は払戻しで

きません（「１ 助成対象となる医療費」参照）。 

 
※２ 療養費払は、最終的に自己負担となる医療費が対象となりますので、高額療養費や各種還付金等の給付金等を

差し引いた額が払戻しとなります（給付金等がある場合は必ず申し出てください。対象となる場合、そちらを先

に請求いただき、交付決定後に交付通知書を添付のうえ保健所に請求してください。後に判明した場合は返還し

ていただきます。）。 
 
５ 支給認定の変更申請 

  病状の悪化等により国の認定基準に該当することとなったと思われる場合は、医療受給者証の有効期間中であって

も変更申請をすることができますので、主治医に御相談のうえ、医療意見書を書いてもらってください。詳しくは、

保健所にお問い合わせください。 

 
６ 記載事項の変更届 

  医療受給者証の記載事項（氏名・住所・加入している医療保険・医療保険の適用区分）に変更が生じた場合は、変

更届が必要です。詳しくは保健所にお問い合わせください。なお、変更があった際に届出いただけない場合、継続申

請時に追加で書類をいただく場合がございますので、御了承ください。 
 
７ 継続して申請をする場合 

医療受給者証の有効期間は原則１年以内（支給開始日の遡りが適用された場合、最長１年３か月）となっています。

継続する場合は、遅くとも有効期間の満了日の１ヶ月前までに、保健所に申請してください。（医療受給者証に記載

された有効期間の満了日の３ヶ月前から継続申請ができます。） 

継続申請には以下の書類が必要です。なお、20歳に到達した方は申請できないので注意してください。 

また、審査の結果国制度の承認になった場合には、追加で書類の提出をお願いする場合がありますので、その際は

御協力ください。 

（１） 小児慢性特定疾病医療費支給認定申請書及び世帯調書 

 

（２） 世帯調書に記載の個人番号が確認できる下記のいずれかの書類 

 ※ご来所の際は、提示をお願いします（コピー不要）。 

    ①個人番号（マイナンバー）カードのコピー（両面） 

②通知カード（氏名、住所等の記載事項に変更がない場合又は正しく変更手続きがとられているものに限る。） 

のコピー 

③個人番号（マイナンバー）が記載された住民票の写し 

 

（３） 小児慢性特定疾病医療意見書 

    ・疾病により様式が異なります。意見書は、かかりつけ医師にご依頼ください。 

    ・医療受給者証の有効期間満了日から４か月以内に記載されたものが必要です。 

重要 
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（４）医療保険の資格情報が確認できる資料 

①資格情報のお知らせ（被用者保険の場合、本人・家族の別の記載があるもの） 

②「資格確認書」 

③マイナポータルからダウンロードした「資格情報画面」を印刷したもの 

・被保険者が加入している公的医療保険の種別によって、書類を提出いただく対象者が異なります。 

医療保険種別 書類を提出していただく対象者 

国民健康保険、国民健康保険組合 
同じ国民健康保険、国民健康保険組合に 

加入している方全員分 

被用者保険 
（協会けんぽ 
企業の健康保険組

合、共済組合、船
員保険など） 

患者さんが被保険者の場合 患者さん本人分のみ 

患者さんが被保険者以外の場合 被保険者及び患者さん本人分 

 
（５） 今回交付された医療受給者証のコピー 

 

（６） 返信用封筒 

長３型（縦23.5cm×横12cm）に定型郵便物・５0gまでの郵送に必要な分の切手を貼り、郵送先の郵便番 

号・住所・氏名を記載してください。簡易書留を希望の場合は追加の切手が必要です。 

※郵送料金については、郵便局にお問い合わせください。 

 

＜注意事項＞ 

・マイナンバーを利用した情報連携を行った結果、紙の証明書類が必要であることが後から分かった場合や、提出さ

れた申請書等に記載誤りがあり、正常に情報連携ができなかった場合などは、紙の証明書類を追加で保健所の受付

窓口にご提出いただくようご連絡をさしあげることがあります。その場合には、審査や医療受給者証の発行に通常

より時間を要しますので、申請書の記載誤り等には十分ご注意ください。 

・保健所等の窓口では書類のコピーできませんので、必要な場合は必ず事前にコピーをしておいてください。 

 

 

８ 療育相談の御紹介 

保健所では、小児慢性特定疾病にかかっているお子様の日常生活の相談に応じます。御心配なことがあれば、お 

気軽に御相談ください。また、以下２つの事業についても、御利用ください。 

 

○長期療養児療育相談事業：保健所 

お子様の生活における健康の保持増進をめざして、毎年専門医による講演会や交流会を実施しています。詳しい

内容については、申請いただいた保健所までお問い合わせください。 

【申請・相談窓口】 茨城県中央保健所 健康増進課   電話029－244－2828 

 

○ピア相談事業：茨城県難病団体連絡協議会 

小児慢性特定疾病にかかっているお子様の子育て中は、似たような悩みや不安を経験することがあると思います。

ピア相談では、小児慢性疾病の子を育てた経験のあるピア相談員が、御家族の思いに寄り添いながら、相談を受け

させていただいています。御利用の際は、以下の番号までお電話でお申込みください。いちばん身近な経験をもつ

相談員がお話をお聞きします。 

【相談窓口】茨城県難病団体連絡協議会 電話 029-244-4535（平日10時～16時）

 


